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病院、診療所又は助産所と産後ケアセンターとの併設等について 

 

「母子保健法の一部を改正する法律（令和元年法律第 69号。以下「改正法」とい

う。）」が令和元年 12月６日に公布され、「母子保健法の一部を改正する法律の施行期日

を定める政令（令和２年政令第 195号）」により改正法の施行期日が令和３年４月１日と

定められ、「母子保健法施行規則の一部を改正する省令（令和２年厚生労働省令第 149

号）」とともに、同日に施行されることになった。 

改正法の趣旨等については、「「母子保健法の一部を改正する法律」の施行について」

（令和２年８月５日付け子発 0805第３号子ども家庭局長通知）によりお示ししたところで

あるが、病院、診療所又は助産所と産後ケアセンター（改正法による改正後の母子保健法

（昭和 40年法律第 141号）第 17条の２第１項第１号に規定する「産後ケアセンター」を

いう。）とを併設する場合等については、下記の事項に留意されたい。また、都道府県に

おかれては、管内市町村への周知をして頂くようお願いする。 

 

 

 

記 

 

１ 病院、診療所又は助産所と産後ケアセンターとの区分について  

 

  病院、診療所又は助産所と産後ケアセンターについては、患者等に対する治療、出産

後１年を経過しない女子及び乳児に対する産後ケアその他のサービスに支障がないよ

う、表示等により病院、診療所又は助産所と産後ケアセンターとの区分を可能な限り

明確にすれば、併設（病院、診療所又は助産所の同一敷地内（産後ケアセンターが設

置されている施設において助産所の届出をしている場合を含む。）又は隣接する敷地

内（公道をはさんで隣接している場合を含む。）に産後ケアセンターを開設している

ことをいう。）が可能であること。 

 



２ 病院、診療所又は助産所に係る施設及び構造設備と産後ケアセンターに係る施設及び

設備との共用について  

  

⑴ 病院、診療所又は助産所に係る施設及び構造設備と産後ケアセンターに係る施設及

び設備は、次に掲げる施設等を除き、それぞれの基準を満たし、かつ、各施設等の

患者等に対する治療、出産後１年以内の女子及び乳児に対する産後ケアその他のサ

ービスに支障がない場合に限り、共用（日常的に継続して利用可能な状態にあるこ

とをいう。）が認められること。 

① 病院、診療所又は助産所の診察室  

② 手術室  

③ 処置室（機能訓練室を除く。）  

④ 病院、診療所の病室又は助産所の入所室（以下「病室等」という。） 

⑤ エックス線装置等 

  ただし、この場合にあっても、各施設等を管理する者を明確にしなければならない

こと。 

  なお、空いている病室等を一時的に産後ケアセンターに貸し出すことは、日常的に

継続して利用可能な状態とするものではないことから、共用に当たるものではな

く、患者等に対する治療等に支障がない場合においては、引き続き、認められるも

のであること。  

 

⑵ ⑴の判断に当たっては、共用を予定する施設についての利用計画等を提出させるな

どにより確認すること。  

 

⑶ 共用を予定する病院、診療所又は助産所に係る施設及び構造設備に対して医療法(昭

和23年法律第205号)第27条の規定に基づく使用前検査、使用許可を行うに当たって

は、共用することによって同法に定める基準を下回ることのないよう十分に注意す

ること。  

 

⑷ 現に存する病院、診療所又は助産所に係る施設及び構造設備と現に存する産後ケア

センターに係る施設及び設備とを共用する場合には、医療法等に定める所要の変更

手続を要すること。  

 

⑸ 関係法令の規定に基づく許可等を行うに当たっては、病院、診療所、助産所、産後

ケアセンターそれぞれを所管する関係課間で十分協議の上、取り扱うこと。 

 

３ 人員について   

 

⑴ 病院、診療所又は助産所の助産師、保健師、看護師その他の従業者と産後ケアセン

ターの助産師、保健師、看護師その他の従業者とを兼務するような場合は、それぞ

れの施設の人員に関する要件を満たすとともに、兼務によって患者等に対する治

療、出産後１年以内の女子及び乳児に対する産後ケアその他のサービスの提供に支

障がないように注意すること。  

 

⑵ 病院、診療所又は助産所に係る施設及び構造設備と産後ケアセンターに係る施設及



び設備との共用により、従業者の人員配置に変更のあるときは、医療法等に定める

所要の変更手続を要すること。  

 

⑶ 従業者数の算定に当たっては、それぞれの施設における勤務実態に応じて按分する

こと。ただし、管理者が常勤を要件とする場合について、病院、診療所又は助産所

と併設する産後ケアセンターの管理者を兼ねている場合にあっては、当該者を常勤

とみなして差し支えないこと。  


